
グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

宮崎県　宮崎市

【事業概要】

業務名 業種名 現在配水能力(合計)(m3/日) 類似団体区分 施設数 １日平均配水量(m3)

法適用 工業用水道事業 2,000 極小規模 1 690 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 給水先事業所数 契約水量(m3/日) 管理者の情報 －

- 95.9 2 1,500 自治体職員 【】

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30

当該値 99.08 104.37 103.74 105.58 92.82 当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 当該値 2,687.50 6,294.31 5,698.29 4,717.55 1,280.84 当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 117.77 118.03 120.00 113.67 110.79 平均値 102.41 101.87 115.82 118.97 121.15 平均値 797.95 742.59 549.77 730.25 868.31 平均値 446.61 430.97 536.28 514.66 504.81

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30

当該値 98.57 103.98 104.11 106.18 92.01 当該値 20.26 19.55 19.56 19.17 22.13 当該値 38.45 39.55 38.75 36.50 34.50 当該値 75.00 75.00 75.00 75.00 75.00

平均値 91.03 100.16 100.54 95.99 94.91 平均値 45.86 42.50 42.19 44.55 47.36 平均値 35.78 35.91 35.54 35.24 35.22 平均値 52.60 52.54 50.81 50.28 51.42

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30

当該値 59.32 60.84 63.06 64.00 64.15 当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 52.45 53.92 53.32 53.40 53.49 平均値 4.53 3.40 3.56 3.46 3.28 平均値 0.71 0.19 0.06 0.13 0.02

経営比較分析表／団体全体（平成30年度決算）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

2. 老朽化の状況

全体総括

●経営の健全性について
　「経常収支比率」は100％前後で推移し、累
積欠損もありません。また、「流動比率」も
100％を下回っておらず、支払能力も十分な水
準にあり、健全性に問題はありません。
　「料金回収率」については、受水企業が2社
で、給水収益と施設の運転・維持管理に係る
費用がほぼ拮抗しており、100％前後で推移し
ています。
　なお、100％未満の年度については、単年度
赤字を計上しており、すべて利益積立金で補
填しています。

●効率性について
　「給水原価」は全国平均よりやや高く、類
似団体平均よりも低いことから、おおむね適
正な数値と考えます。
　一方、「施設利用率」は、類似団体平均と
同程度であるものの、全国平均より低い状況
にあることから、受水企業の水需要等も考慮
しながら、施設の改築・更新を検討する必要
があります。
　また、「契約率」は、「責任使用水量制」
を採用しており、全国平均と同程度の75.00％
となっております。必要に応じて、契約水量
の変更や施設規模の検討をする必要がありま
す。

　「有形固定資産減価償却率」は、事業開始
から30年を経過し、法定耐用年数を超える設
備や施設の老朽化が生じていることから、類
似団体平均や全国平均よりも高くなっており
ます。
　また、「管路経年化率」と「管路更新率」
については、法定耐用年数（40年）を経過し
た管路がないことから該当値は出ておりませ
ん。今後は、事業開始時に整備した管路が更
新時期を迎えるため、アセットマネジメント
の手法を活用し、計画的・効率的な更新を進
めていく必要があります。

　事業開始から30年が経過し、施設等の老朽
化や耐震対策が喫緊の課題となっており、施
設等の更新事業費の増大が見込まれていま
す。
　そのため、現在、アセットマネジメントの
手法を活用した施設整備事業計画を策定し、
中期の財政収支予測や料金の見直しの検討等
を行っております。
　また、受水企業が2社であるため、給水収益
の大幅な伸びが見込めない状況にあることか
ら、今後、施設更新に伴う費用負担につい
て、料金改定の必要性も含め受水企業の意見
等を伺いながら検討していく必要がありま
す。
　経営戦略については平成31年2月に策定して
おります。
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①有形固定資産減価償却率(％)
【58.53】
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②管路経年化率(％)
【45.47】
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③管路更新率(％)
【0.16】
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③流動比率(％)
【450.05】
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④企業債残高対給水収益比率(％)
【246.04】
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⑤料金回収率(％)
【114.16】
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⑥給水原価(円)
【18.71】
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⑦施設利用率(％)
【55.52】
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⑧契約率(％)
【77.10】
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②累積欠損金比率(％)
【26.31】
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①経常収支比率(％)
【118.92】
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